
令 和 ２ 年 度 税 制 改 正 （ 租 税 特 別 措 置 ） 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省 海事局 外航課、内航課） 

項 目 名 
海上運送業における特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措
置の延長 

税 目 所得税・法人税 

要

望

の

内

容 

 
 
【制度の概要】 

 圧縮記帳の比率 80/100 

 ※船舶から船舶への買換え及び交換 

 

 

【要望の内容】 

 本特例措置の適用期限を３年間延長する。 

 

 

【関係条文】 

 ・租税特別措置法第 37 条～第 37 条の４、第 65 条の７～９、第 66 条の６ 

 ・同法施行令第 25 条、第 39 条の７、第 39 条の 14～20 

・同法施行規則第 18 条の５、第 22 条の 11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額   － 百万円 

(制度自体の減収額) 
(  ▲94,200 百万 

円の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (    － 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

（外航） 
外航船舶の調達には多額の資金を要するところ、譲渡船舶の売却益を活用し

て、環境負荷低減を図りつつ代替を促進し、計画的かつ安定的に日本商船隊

（我が国の外航海運事業者が運航する船舶群）の維持・整備を図ることを目的

とする。  

 

（内航） 
多額の資金を要する船舶の調達において、譲渡船舶の売却益を活用して代替

船舶を確保し、我が国の国民生活及び経済活動を支える基幹的輸送インフラで
ある内航海運に係る船舶の更新を促進することで、安定的な輸送サービスの確
保を図りつつ、環境負荷の低減を実現することを目的とする。 

 

⑵ 施策の必要性 

（外航） 
四面環海の我が国では、貿易量の 99.6％を海上輸送が占めている。また、外

航海運による輸送ネットワークは、我が国製造業の活動のグローバル化の担い

手となっている。このように、外航海運は、日本の輸出入や我が国産業界の国

際活動を支える基礎インフラである一方、世界の荷動き量に占める日本商船隊

による輸送比率が漸次的に低下している状況であり、日本商船隊による安定的

な輸送サービスを確保することは極めて重要な課題である。 

船舶は、➀使用して一定期間が経過すると、経年劣化により修繕費が急増す

ることや②低燃費、高積載率の新造船の導入により性能が劣後すること等か

ら、競争力が低下するため、売却益を活用して、より効率性の高い環境性能に

優れた船舶を投入する必要がある。 

 

（内航） 

内航海運は国内貨物輸送の約４割を担っており、また、臨海部への製造所等

の立地集中に即した大量輸送機関として、長期にわたり石油製品、セメント、

鉄鋼等の産業基礎物資に係る輸送の約８割を担っているなど、我が国経済を支

える基幹的な物流産業として重要な役割を担っている。また、離島航路をはじ

め国内旅客輸送にとって不可欠な公共交通機関でもあり、我が国経済と国民生

活にとって必要不可欠な産業インフラ、ライフラインとして極めて重要な役割

を果たしている。 

こうした内航海運が基幹的輸送インフラとしての機能を適切に担っていくた

めには、輸送手段である船舶を、より安全かつ環境の面に優れた船舶に安定的

に代替させていくことが重要である。しかしながら、中小規模の事業者がほと

んどである内航海運業においては、一般的に大規模な投資を必要とする船舶の

代替を安定的に行い、かつ、より環境負荷を低減させる船舶を導入していくこ

とは容易ではない。 

一方で、内航海運分野については、国際的に地球温暖化対策を定めた「パリ

協定」を踏まえた「地球温暖化対策計画」（平成 28 年５月 13 日閣議決定）に

おいて、船舶分野の省エネ化が求められており、令和 12 年度までに内航海運か

らの CO2 排出量 157 万トンを削減（省エネに資する船舶を 1,190 隻程度普及）

することが目標とされている。また、「交通政策基本計画」（平成 27 年２月

13 日閣議決定）においても「基本方針 C．持続可能で安心・安全な交通に向け

た基盤づくり」として「目標④さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進

める」こととされているところである。 
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こうした中で、安定的かつ環境性能に優れた内航輸送サービスの提供を確保
していく観点から、船舶の代替に際し、既存船舶の譲渡益を活用して新たな船
舶を取得することを可能とするため、船舶の譲渡益への課税負担を減じる本特
例措置を延長することが必要である。 

今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項

 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
（外航） 
政策目標：６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の 

確保・強化 
施策目標：19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の

推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の
確保を推進する 

業績指標：71 世界の海上輸送量に占める日本の外航海運事業
者による輸送量の割合 

 
（内航） 
政策目標：３ 地球環境の保全 
施策目標：９ 地球温暖化防止等の環境の保全を行う。 
業績指標：34 環境負荷低減に資する内航船舶の普及促進によ

る CO2 排出削減量（平成 25 年度比） 

政 策 の 

達成目標 

 
（外航） 
・我が国の外航海運の発展を図るため、国際競争力の強化を図

り安定的な国際海上輸送を確保することとし、平成 29 年度時
点における過去６年間の日本商船隊の輸送比率の平均である
10％を元に、その輸送比率を維持する。 

・CO2 削減：令和２年度までに日本商船隊からの CO2 排出量を平
成 16 年度比で 21％削減する（排出原単位ベース。設備以外の
運航効率化も含む。）。令和 12 年度までに日本商船隊の燃費
効率を平成 20 年度比で 40％改善する（排出原単位ベース。設
備以外の運航効率化も含む。）。 

・NOx 削減：新造船について平成 23 年からの国際海事機関
（IMO）二次規制削減率（一次規制値比 20％削減）を上回る
22%削減する。 

 
（内航） 
・CO2 削減：令和 12 年度までに内航海運からの CO2 排出量 157 

万トン削減（省エネに資する船舶を 1,190 隻普
及）を図る。 

・NOx 削減：新造船について平成 23 年からの国際海事機関
（IMO）二次規制削減率（一次規制値比 20％削減）
を上回る 22％の削減を行う。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
所得税：３年間（令和３年１月１日～令和５年 12 月 31 日） 
法人税：３年間（令和２年４月１日～令和５年３月 31 日） 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
（外航） 
・平成 29 年度時点における過去６年間の日本商船隊の輸送比率
の平均である 10％を元に、その輸送比率を維持する。 

・国際海運の CO2、NOx の削減に向けた主導的貢献 
CO2：令和２年度までに日本商船隊からの CO2 排出量を 

平成 16 年度比で 22％削減する。 
令和４年度までに日本商船隊の燃費効率を平成 20 年度 
比で 21％改善する。 

NOx：新造船について 22％の削減を行う（平成 22 年度比） 
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（内航） 
① 省エネ化、CO2・NOx 排出削減 
・CO2：CO2 排出量年間約９万トンの削減（省エネに資する船舶

を年間 70 隻程度普及）を行う。 
・NOx：新造船について 22％の削減を行う（平成 22 年度比） 
   
② 船舶の代替取得の促進 
・本税制特例措置が適用される年間代替取得隻数を 14 隻以上と
する。 

政策目標の

達 成 状 況 

 
（外航） 
・平成 30 年度においては、日本商船隊の輸送比率は 8.7％に留
まり、目標値である 10％に届かなかった。 

・CO2排出削減量 
 平成 30 年度：日本商船隊からの CO2 排出量 19％削減を達成（平成

16年度比） 
・新造船によるNOx削減（平成22年度比） 
平成30年度：22％以上の削減を達成 

 
（内航） 
① 省エネ化、CO2・NOx排出削減 
・ 平成28年度に導入された環境低負荷船等の隻数：53隻 
・ 平成29年度に導入された環境低負荷船等の隻数：45隻 
・ 平成30年度に導入された環境低負荷船等の隻数：35隻 
・ 内航環境低負荷船の代替取得等によるNOx排出削減 

平成30年度：新造船について22％削減（平成22年度比） 
 
② 船舶の代替取得数 
平成 30 年度：11 隻（本税制特例措置が活用された船舶数） 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（外航） 
【適用隻数（見込み）】           （単位：隻数） 

年 度 ２ ３ ４ 

租税特別措置法第 65 条の７適用船舶 
（外航日本船舶） 

０ ０ ０ 

租税特別措置法第 66 条の６適用船舶
（外航日本船舶以外の船舶） 

12 12 12 

※事業者団体調査及び海事局調査に基づき推計 
 
（内航） 
 【適用隻数（見込み）】         （単位：隻数）   

年 度 ２ ３ ４ 

租税特別措置法第 65 条の 7適用船舶
（内航船舶） 

16 16 16 

※ 過去５年間の新造船隻数、税制特例措置利用状況等を基に各
種施策の効果も勘案し推計。 

 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
（外航） 
本租税特別措置は、多額の資金を要する外航船舶の調達にお

いて、譲渡船舶の売却益を活用し、環境負荷低減を図りつつ代
替を促進するものであり、政策目的を達成するための手段とし
て有効である。 
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（内航） 

本租税特別措置は、多額の資金を要する船舶の調達におい

て、譲渡船舶の売却益を活用した安定的な代替船舶の確保を可

能とするものであり、政策目的を達成するための手段として有

効である。 

  本特例措置は、昭和 49 年度の創設から約 40 年を経過し、そ

の間、その時々の社会的要請を踏まえた観点から見直し等を行

ってきているが、一貫して海運の安全かつ効率的な輸送サービ

スの確保並びに省エネ・低炭素化に資する船舶の導入促進を支

援するとの普遍的な役割を有して今日に至っており、手段とし

て有効である。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
（外航） 
①船舶特別償却制度（租税特別措置法第 11 条、第 43 条、第 66
条の６、第 68 条の 16） 

②国際船舶の所有権の保存登記等に係る課税の特例措置（租税
特別措置法第 82 条） 

③ 国際船舶に係る固定資産税の課税標準の特例措置（地方税法

第 349 条の３第５項、附則第 15 条第 12 項） 

 

（内航） 

① 中小企業投資促進税制（租税特別措置法第 10 条の３、第 42

条の６、第 68 条の 11） 

② 船舶特別償却制度（租税特別措置法）（第 11 条、第 43 条、

第 66 条の６、第 68 条の 16） 

③ 内航船舶に対する固定資産税の課税標準の特例（課税標準

1/2 の特例）（地方税法第 349 条の３第６項） 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
（内航） 

船舶用省エネ設備の導入促進に係る補助（令和２年度概算要

求:3,335 百万円の内数） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
予算・税制一体となって、既存船対策、新造船対策を講ずる

ことで、内航海運全体の省 CO2 化を促進する。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
（外航） 
本租税特別措置により、多額の資金を要する外航船舶の調達

において、譲渡船舶の売却益を活用して、環境負荷低減を図り
つつ、代替を促進する制度であり、政策目的を実現するために
有効な手段である。 
また本租税特例措置は課税の繰延であり、減税額相当分を補

助金として交付するよりも最終的な国庫負担も小さく、必要最
小限の措置として妥当性を有する。 
また、国の補助金による支援措置は、WTO サービス貿易一般協

定（内国民待遇※）に抵触するおそれがあることからも、本租
税特別措置による支援が妥当である。 

※他の加盟国のサービス提供者に対して、自国の同種のサービス提供者に与える 

待遇よりも不利でない待遇を与えなければならない。 

20-5 



 
（内航） 

本租税特別措置は課税の繰り延べであり、減税額相当分を補

助金として交付するよりも最終的な国庫負担は小さく、必要最

低限の措置として妥当性を有する。 

また、予算上の措置による支援のみでは財政上の制約から対

象事業者や対象設備が限定され、内航海運全体の環境低負荷船

舶への投資促進効果が小さくなること、単年度の支援制度とな

り、年度途中の様々な事情による船舶建造に機動的に対応でき

ないことなどから政策目的に対する手段として十分とは言えな

いため、本租税特別措置による支援が妥当である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
（外航） 
⑴ 租税特別措置法第 65 条の７適用船舶（外航日本船舶） 

（金額の単位：百万円） 
年 度 28 29 30 
適用数 ０ 

(１) 
１ 

(１) 
０ 

(１) 
減収額 ０ 

(126) 
192 

(195) 
０ 

(195) 
※ 事業者団体及び海事局調査に基づくもの。 
※（ ）については前回及び前々回時に見込んだ数値（拡充・
縮減を含む） 
 
⑵ 租税特別措置法第 66 条の６適用船舶 

（金額の単位：百万円） 
年 度 28 29 30 
適用数 13 

(21) 
７ 

(17) 
９ 

(17) 
減収額 2,911 

（5,822) 
1,398 
(3,314) 

2,520 
(3,314) 

※ 事業者団体及び海事局調査に基づくもの。 
※（ ）については前回及び前々回時に見込んだ数値（拡充・
縮減を含む） 
 
（内航） 

（金額の単位：百万円） 
年 度 28 29 30 

適用数 
18 

(14) 
16 

(14) 
11 
(16) 

減収額 
475 

(350) 
708 

(350) 
219 
(398) 

※海事局調査に基づく。 
※（ ）については前回及び前々回時に見込んだ数値（拡充・
縮減を含む） 
 
【前回要望時の減収見込額と実績の乖離】 
（外航） 
船舶の投資サイクル等の影響を受け、減収額が要望時の見込

みよりも小さくなっている。 
 
（内航） 
 平成 30 年度については、例年に比して小型船の売却が多かっ
たことにより想定よりも減収額が下振れした。 
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租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
特定の事業用資産の買換等の場合の課税の特例措置 
① 条項：43、68 の 16 
② 適用件数：42 件 
③ 適用額：7,217,413（千円） 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
（外航） 
・外航海運における日本商船隊の輸送比率の維持に寄与。 
・環境負荷低減に係る直接効果は、以下の通りである。 
 日本商船隊からのCO2排出量（平成16年度比） 

平成 30 年度：19％削減 
新造船によるNOx削減 

平成 30 年度：22％以上の削減を達成（平成22年度比） 
 
（内航） 
・環境負荷低減に係る直接効果は以下のとおりである。 
環境低負荷船の導入隻数 
平成 30 年度：35 隻 

前回要望時 

の達成目標 

 
（外航） 
・我が国の外航海運の発展を図るため、各国動向等の把握、当

局間協議等の取り組み及び海上輸送の安全確保等の推進を通
じて、国際競争力の強化を図り安定的な国際海上輸送を確保
することとし、平成 22 年度時点における過去６年間の我が国
商船隊の輸送比率である 10％を元に、引き続きその輸送比率
を維持することを目標とする。 

・国際海運の CO2、NOx の削減に向けた主導的貢献 
CO2：平成 30 年度までに日本商船隊からの CO2 排出量を 

19％の削減を行う（平成 16 年度比） 
NOx：新造船について 22％の削減を行う（平成 22 年度比） 

 
（内航） 
① 省エネ化、CO2・NOx 排出削減 
・CO2：年間 70 隻程度（約９万トン CO2 の削減に相当）の省エ

ネに資する船舶を普及する 
・NOx：新造船について 22％の削減を行う（平成 22 年度比） 
   
②船舶の代替取得の促進 
・本税制特例措置が適用される年間代替取得隻数を 14 隻以上と
する。 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
（外航） 
【平成 30 年度】 
・輸送比率：日本商船隊の輸送比率は 8.7％に留まり、目標値である

10％に届かなかった。 
・CO2 削減：日本商船隊からの CO2 排出量 19％削減を達成（平成 16

年度比）。 
・NOx 削減：新造船について目標値である 22％以上の削減を達成

（平成 22 年度比）。 
 
【目標に達していない場合の理由】 
・輸送比率：昨今の海運不況に加え、海外の外航海運事業に比
べ、我が国商船隊の船隊整備に係る投資余力が追いついてい
ないことが一因と考えられる。 
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（内航） 
① 省エネ化、CO2・NOx排出削減 

平成30年度においては、環境低負荷船等の隻数は35隻であり、目
標に届かなかったが、内航環境低負荷船の代替取得等によるNOx
排出削減については対平成22年度比22％削減を達成している。 

 
② 船舶の代替取得数 

平成 29 年度の本税制特例措置適用隻数：16 隻 

平成 30 年度の本税制特例措置適用隻数：11 隻 

平成 29 年度は目標を達成したが、平成 30 年度は目標に届か

なかった。 

 
【目標に達していない場合の理由】 

事業者の財務状況により当該特例措置を活用する状況になか

ったこと等が考えられる。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
（外航） 
昭和 49 年度 創設 
平成 23 年度 延長（環境負荷低減設備等の要件を追加） 
平成 26 年度 縮減・延長 （譲渡資産について船齢 25 年未満の

船舶に限定（作業船については船
齢 45 年未満）、環境負荷低減要件
設備等の要件を追加） 

平成 29 年度 縮減・延長 （トン数標準税制認定事業者及びそ
の海外子会社が所有する船舶の適
用除外） 

 
（内航） 
昭和 49 年度 創設（船舶→船舶） 
昭和 50 年度 延長 
昭和 55 年度 延長 
昭和 59 年度 拡充（内航：船舶→減価償却資産） 
昭和 60 年度 延長 
平成 ２年度 延長 
平成 ８年度 延長 
平成 11 年度  拡充（内航：船腹調整事業→内航海運暫定措置事

業への移行に伴う見直し） 
平成 13 年度  延長 
平成 17 年度 拡充（内航海運業に係る参入規制：許可制→登録

制） 
 
平成 18 年度 縮減・延長（新造船又は環境負荷低減船に限定） 
平成 23 年度 縮減・延長（船舶→減価償却資産の廃止、中古 

      船舶の船齢要件厳格化、新造船舶 
             に環境要件付加） 
平成 26 年度 縮減・延長（譲渡資産の船齢要件厳格化、環境     

要件の追加） 
平成 29 年度 縮減・延長（2,000 トン以上の船舶に係る環境要 

件厳格化） 
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